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報告第９ 号  専決処分の報告について 

（洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例） 

報告第１０号  専決処分の報告について 

（洞爺湖町国民健康保険税条例の一部を改正する条例） 

報告第１１号  専決処分の報告について 

（令和元年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第５号）） 

同意第５ 号  教育委員会委員の任命について 

議案第７２号  洞爺湖町国民健康保険条例の一部改正について 

議案第７３号  洞爺湖町後期高齢者医療に関する条例の一部改正について 

議案第７４号  令和２年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第１号） 

議案第７５号  令和２年度虻田郡洞爺湖町国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

議案第７６号  令和２年度虻田郡洞爺湖町公共下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

議案第７７号  令和２年度虻田郡洞爺湖町簡易水道事業特別会計補正予算（第１号） 

議案第７８号  令和２年度虻田郡洞爺湖町水道事業会計補正予算（第１号） 

 



報告第９号 

 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会に

おいて指定された事項について、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定

により報告する。 

 

記 

 

洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例 

 

 令和２年４月２７日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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専 決 処 分 書 

 

洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例については、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１８０条第１項の規定により別紙のとおり専決処分する。 

 

令和２年３月３１日 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例 

 

（洞爺湖町税条例の一部改正） 

第１条 洞爺湖町税条例（平成１８年洞爺湖町条例第４２号）の一部を次のように

改正する。 

  第２４条第１項第２号中「寡夫」を「ひとり親」に改める。 

  第３４条の２中「第１２項」を「第１１項」に、「寡婦（寡夫）控除額」を「寡

婦控除額、ひとり親控除額」に、「第７項」を「第６項」に改める。 

  第３６条の２第１項ただし書き中「第３１４条の２第５項」を「第３１４条の

２第４項」に改める。 

  第３６条の３の２の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」に改

め、同条第１項第３号を削り、同項第４号を同項第３号とする。 

  第３６条の３の３の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」に改

め、同条第１項中「若しくは単身児童扶養者である者」を削り、同項第３号を削

り、同項第４号を同項第３号とする。 

  第４８条第２項中「第６６条の７第４項及び第１０項」を「第６６条の７第５

項及び第１１項」に改める。 

  第５４条第２項中「登録されている」を「登録がされている」に改め、同条第

４項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改め、「これを」

を削り、「課する」を「課することができる」に改め、同項に後段として次のよ

うに加える。 

  この場合において、町は、当該登録をしようとするときは、あらかじめ、その

旨を当該使用者に通知しなければならない。 

  第５４条第７項中「第１０条の２の１２」を「第１０条の２の１５」に改め、

同項を同条第８項とし、同条第６項中「によって」を「により」に、「第４９条

の２」を「第４９条の３」に、「みなす」を「みなすことができる」に改め、同

項を同条第７項とし、同条第５項中「によって」を「により」に、「においては」

を「には」に、「登録されている」を「登録がされている」に、「みなす」を「み

なすことができる」に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項の次に次の１項

を加える。 

 ５ 法第３４３条第５項に規定する探索を行ってもなお固定資産の所有者の存在

が不明である場合（前項に規定する場合を除く。）には、その使用者を所有者

とみなして、固定資産課税台帳に登録し、その者に固定資産税を課することが

できる。この場合において、町は、当該登録をしようとするときは、あらかじ

め、その旨を当該使用者に通知しなければならない。 
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  第６１条第９項及び第１０項中「第３４９条の３第１２項」を「第３４９条の

３第１１項」に改める。 

  第６１条の２の見出し及び同条第１項中「第３４９条の３第２８項」を「第３

４９条の３第２７項」に改め、同条第２項中「第３４９条の３第２９項」を「第

３４９条の３第２８項」に改め、同条第３項中「第３４９条の３第３０項」を「第

３４９条の３第２９項」に改める。 

  第７４条の２の次に次の１条を加える。 

  （現所有者の申告） 

 第７４条の３ 現所有者（法第３８４条の３に規定する現所有者をいう。以下こ

の条及び次条において同じ。）は、現所有者であることを知った日の翌月から

３月を経過した日の翌日までに次の各号に掲げる事項を記載した申告書を町

長に提出しなければならない。 

  ⑴ 土地又は家屋の現所有者の住所、氏名又は名称、次号に規定する個人との

関係及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっ

ては、住所、氏名又は名称及び同号に規定する個人との関係） 

  ⑵ 土地又は家屋の所有者として登記簿又は土地補充課税台帳若しくは家屋補

充課税台帳に登記又は登録がされている個人が死亡している場合における

当該個人の住所及び氏名 

  ⑶ その他町長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項 

  第７５条第１項中「又は」を「若しくは」に、「によって」を「により、又は現

所有者が前条の規定により」に、「においては」を「には」に改める。 

  第９４条第２項に次のただし書きを加える。 

  ただし、１本当たりの重量が０．７グラム未満の葉巻たばこの本数の算定につ

いては、当該葉巻たばこの１本をもって紙巻きたばこの０．７本に換算するもの

とする。 

  第９４条第４項中「左欄に掲げる製造たばこ」の次に「（同項ただし書きに規定

する葉巻たばこを除く。）」を加える。 

  第９６条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項（法第４

６９条第１項第３号又は第４号に係る部分に限る。）」に、「第１６条の２の３」

を「第１６条の２の３第２項」に、「提出しない場合には、適用しない」を「提

出している場合に限り、適用する」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項

の次に次の１項を加える。 

 ２ 前項（法第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の規定は、

卸売販売業者等が、同条第１項第１号又は第２号に掲げる製造たばこの売渡し

又は消費等について、第９８条第１項又は第２項の規定による申告書に前項
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（法第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の適用を受けよ

うとする製造たばこに係るたばこ税額を記載し、かつ、施行規則第１６条の２

の３第１項に規定する書類を保存している場合に限り、適用する。 

  第９８条第１項中「第９６条第２項」を「第９６条第３項」に改める。 

  第１３１条第６項中「第５４条第６項」を「第５４条第７項」に改める。 

  附則第３条の２第１項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基

準割合（平均貸付割合（」に、「の規定により告示された割合」を「に規定する

平均貸付割合をいう。次項において同じ。）」に、「この条において同じ」を「こ

の項において同じ」に改め、「（以下この条において「特例基準割合適用年」とい

う。）」を削り、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合に」

を「延滞金特例基準割合に」に改め、同条第２項中「特例基準割合適用年中」を

「各年の平均貸付割合に年０．５パーセントの割合を加算した割合が年７．３パ

ーセントの割合に満たない場合には、その年中」に、「当該特例基準割合適用年」

を「その年」に、「特例基準割合と」を「当該加算した割合と」に改める。 

  附則第４条第１項中「特例基準割合」を「加算した割合」に改める。 

  附則第６条中「平成３４年度」を「令和４年度」に改める。 

  附則第７条の３の２第１項中「平成４５年度」を「令和１５年度」に、「平成３

３年」を「令和３年」に改める。 

  附則第８条第１項中「平成３３年度」を「令和６年度」に改める。 

  附則第１０条中「又は法附則第１５条」を「又は附則第１５条」に改める。 

  附則第１０条の２第２項を削り、同条第３項中「附則第１５条第２項第６号」

を「附則第１５条第２項第５号」に改め、同項を同条第２項とし、同条第４項を

同条第３項とし、同条第５項を同条第４項とし、同条第６項中「附則第１５条第

２９項」を「附則第１５条第２６項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第７

項中「附則第１５条第３０項第１号」を「附則第１５条第２７項第１号」に改め、

同項を同条第６項とし、同条第８項中「附則第１５条第３０項第２号」を「附則

第１５条第２７項第２号」に改め、同項を同条第７項とし、同条第９項中「附則

第１５条第３０項第３号」を「附則第１５条第２７項第３号」に改め、同項を同

条第８項とし、同条第１０項中「附則第１５条第３１項第１号」を「附則第１５

条第２８項第１号」に改め、同項を同条第９項とし、同条第１１項中「附則第１

５条第３１項第２号」を「附則第１５条第２８項第２号」に改め、同項を同条第

１０項とし、同条第１２項中「附則第１５条第３３項第１号イ」を「附則第１５

条第３０項第１号イ」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第１３項中「附則

第１５条第３３項第１号ロ」を「附則第１５条第３０項第１号ロ」に改め、同項

を同条第１２項とし、同条第１４項を削り、同条第１５項中「附則第１５条第３
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３項第１号ニ」を「附則１５条第３０項第１号ハ」に改め、同項を同条第１３項

とし、同条第１６項中「附則第１５条第３３項第１号ホ」を「附則第１５条第３

０項第１号ニ」に改め、同項を同条第１４項とし、同条第１７項中「附則第１５

条第３３項第２号イ」を「附則第１５条第３０項第２号イ」に改め、同項を同条

第１５項とし、同条第１８項中「附則第１５条第３３項第２号ロ」を「附則第１

５条第３０項第２号ロ」に改め、同項を同条第１６項とし、同項の次に次の１項

を加える。 

 １７ 法附則第１５条第３０項第２号ハに規定する設備について同号に規定する

条例で定める割合は、４分の３とする。 

 附則第１０条の２第１９項中「附則第１５条第３３項第３号イ」を「附則第１

５条第３０項第３号イ」に改め、同項を同条第１８項とし、同条第２０項中「附

則第１５条第３３項第３号ロ」を「附則第１５条第３０項第３号ロ」に改め、同

項を同条第１９項とし、同条第２１項中「附則第１５条第３３項第３号ハ」を「附

則第１５条第３０項第３号ハ」に改め、同項を同条第２０項とし、同条第２２項

中「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条第３４項」に改め、同項を同条第

２１項とし、同条第２３項を削り、同条第２４項中「附則第１５条第４４項」を

「附則第１５条第３８項」に改め、同項を同条第２２項とし、同条第２５項中「附

則第１５条第４５項」を「附則第１５条第３９項」に改め、同項を同条第２３項

とし、同条第２６項中「附則第１５条第４７項」を「附則第１５条第４１項」に

改め、同項を同条第２４項とし、同項の次に次の１項を加える。 

２５ 法附則第１５条第４７項に規定する条例で定める割合は３分の２とする。 

 附則第１０条の２第２７項を同条第２６項とする。 

 附則第１１条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

 附則第１１条の２の見出し中「平成３１年度又は平成３２年度」を「令和元年

度又は令和２年度」に改め、同条第１項中「平成３１年度分又は平成３２年度分」

を「令和元年度分又は令和２年度分」に改め、同条第２項中「平成３１年度適用

土地又は平成３１年度類似適用土地」を「令和元年度適用土地又は令和元年度類

似適用土地」に、「平成３２年度分」を「令和２年度分」に改める。 

 附則第１２条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条中「平

成３２年度」を「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に改める。 

 附則第１３条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条中「平

成３２年度」を「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に改める。 

 附則第１５条第１項中「又は法」を「又は」に、「平成３２年度」を「令和２

年度」に改め、同条第２項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」

に改める。 
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 附則第１５条の２中「平成３１年１０月１日から平成３２年９月３０日まで」

を「令和元年１０月１日から令和２年９月３０日まで」に改める。 

 附則第１６条第２項から第４項までの規定中「平成３２年３月３１日」を「令

和２年３月３１日」に、「平成３２年度分」を「令和２年度分」に、「平成３２年

４月１日から平成３３年３月３１日まで」を「令和２年４月１日から令和３年３

月３１日まで」に、「平成３３年度分」を「令和３年度分」に改める。 

 附則第１７条第１項中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３第１項」

を加える。 

 附則第１７条の２第１項及び第２項中「平成３２年度」を「令和５年度」に改

め、同条第３項中「第３５条の２」を「第３５条の３」に改める。 

 附則第２２条第２項中「平成３３年度」を「令和３年度」に改める。 

 附則第２３条第１項中「平成３５年度」を「令和５年度」に改める。 

 

第２条 洞爺湖町税条例の一部を次のように改正する。 

  第１９条中「第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書に」を「第３２１

条の８第３４項及び第３５項の申告書」に、「においては」を「には」に改め、

同条第４号中「によって」を「により」に改め、同条第５号中「、第４項又は第

１９項」を「又は第３１項」に改め、同条第６号中「第３２１条の８第２２項及

び第２３項」を「第３２１条の８第３４項及び第３５項」に改める。 

  第２０条中「及び第４項」を削る。 

  第２３条第３項中「規定する収益事業」の次に「（以下この項及び第３１条第

２項の表第１項において「収益事業」という。）」を加え、「第３１条第２項の

表の第１項」を「同表第１項」に、「第４８条第１０項から第１２項まで」を「第

４８条第９項から第１６項まで」に改める。 

  第３１条第２項の表第１項オ中「第２９２条第１項第４号の５」を「第２９２

条第１項第４号の２」に改め、同条第３項中「、同項第２号の連結事業年度開始

の日から６月の期間若しくは同項第３号の連結法人税額の課税標準の算定期間

又は同項第４号」を「若しくは同項第２号の期間又は同項第３号」に改める。 

  第４８条第１項中「第４項、第１９項、第２２項及び第２３項」を「第３１項、

第３４項及び第３５項」に、「第１０項、第１１項及び第１３項」を「第９項、

第１０項及び第１２項」に、「第４項、第１９項及び第２３項」を「第３１項及

び第３５項」に、「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３項」を「第２

項後段」に改め、同条第２項中「第６６条の７第５項及び第１１項又は第６８条

の９１第４項及び第１０項」を「第６６条の７第４項及び第１０項」に、「第３

２１条の８第２４項」を「第３２１条の８第３６項」に改め、同条第３項中「第

-7-



６６条の９の３第４項及び第１０項又は第６８条の９３の３第４項及び第１０

項」を「第６６条の９の３第３項及び第９項」に、「第３２１条の８第２５項」

を「第３２１条の８第３７項」に改め、同条第４項中「第３２１条の８第２６項」

を「第３２１条の８第３８項」に改め、同条第５項中「第３２１条の８第２２項」

を「第３２１条の８第３４項」に、「同条第２１項」を「同条第３３項」に、「、

第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２３項」を「同条第３５

項」に改め、同条第６項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同

条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３２１条の８第２３項」を「第３２１

条の８第３５項」に改め、同条第７項中「第３２１条の８第２２項」を「第３２

１条の８第３４項」に、「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、

同項第２号中「第３２１条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、

同条第９項を削り、同条第１０項中「第３２１条の８第４２項」を「第３２１条

の８第５２項」に、「同条第４２項」を「同条第５２項」に、「第１２項」を「第

１１項」に改め、同項を同条第９項とし、同条第１１項を同条第１０項とし、同

条第１２項中「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条

第１３項中「第１０項」を「第９項」に、「第７５条の４第２項」を「第７５条

の５第２項」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１４項を同条第１３項と

し、同条第１５項中「第１３項」を「第１２項」に、「第１０項」を「第９項」

に改め、同項を同条第１４項とし、同条第１６項中「第１３項前段」を「第１２

項前段」に、「第３２１条の８第５１項」を「第３２１条の８第６１項」に、「第

１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１５項とし、同条第１７項中「第１

３項後段」を「第１２項後段」に、「第１５項」を「第１４項」に、「第７５条

の４第３項若しくは第６項（同法第８１条の２４の３第２項において準用する場

合を含む。）」を「第７５条の５第３項若しくは第６項」に、「第１０項」を「第

９項」に改め、同項を同条第１６項とする。 

  第５０条第２項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第

２３項」を「同条第３５項」に、「、第２項又は第４項」を「又は第２項」に改

め、同条第３項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、「（同

条第２項又は第４項に規定する申告書を提出すべき法人が連結子法人の場合に

は、当該連結子法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人（法人税第２条

第１２号の６の７に規定する連結親法人をいう。以下この項において同じ。）若

しくは連結完全支配関係があった連結親法人が法人税に係る修正申告書を提出

し、又は法人税に係る更正若しくは決定を受けたこと。次項第２号において同

じ。）」を削り、同条第４項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に

改める。 
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  第５２条第４項から第６項までを削る。 

  第９４条第２項ただし書き中「０．７グラム」を「１グラム」に、「０．７本」

を「１本」に改める。 

  附則第３条の２第２項中「及び第４項」を削る。 

 

 （洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例（平成３１年洞爺湖町条例第１１

号）の一部を次のように改正する。 

  第３条のうち、洞爺湖町税条例第２４条第１項第２号の改正規定を削り、同条

例附則第１６条に１項を加える改正規定中「平成３３年４月１日から平成３４年

３月３１日まで」を「令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで」に、「平

成３４年度分」を「令和４年度分」に、「平成３４年４月１日から平成３５年３

月３１日まで」を「令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで」に、「平成

３５年度分」を「令和５年度分」に改める。 

  附則第１条第１号中「平成３１年６月１日」を「令和元年６月１日」に改め、

同条第２号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改め、同条

第３号中「平成３２年１月１日」を「令和２年１月１日」に改め、同条第４号を

次のように改める。 

  ⑷ 削除 

  附則第１条第５号中「（前号に掲げる改正規定を除く。）」を削り、「平成３

３年４月１日」を「令和３年４月１日」に改める。 

  附則第２条第１項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改め、同条第２項中

「平成３２年度」を「令和２年度」に、「平成３１年度分」を「令和元年度分」

に改め、同条第３項中「平成３２年度分」を「令和２年度分」に改め、同項の表

中「平成３１年６月１日」を「令和元年６月１日」に改める。 

  附則第３条第１項中「３２年新条例」を「２年新条例」に、「平成３２年度」

を「令和２年度」に、「平成３１年度分」を「令和元年度分」に改め、同条第２

項及び第３項中「３２年新条例」を「２年新条例」に改める。 

  附則第４条を次のように改める。 

 第４条 削除 

  附則第５条中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。 

  附則第６条中「平成３１年度分」を「令和元年度分」に改める。 

  附則第７条第１項中「３１年１０月新条例」を「元年１０月新条例」に改め、

同条第２項中「３１年１０月新条例」を「元年１０月新条例」に、「平成３２年

度」を「令和２年度」に改める。 
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  附則第８条中「平成３３年度」を「令和３年度」に、「平成３２年度分」を「令

和２年度分」に改める。 

 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は令和２年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

⑴ 第１条中洞爺湖町税条例第９４条第２項にただし書きを加える改正規定及

び同条第４項の改正規定並びに附則第６条の規定 令和２年１０月１日 

⑵ 第１条中洞爺湖町税条例第２４条第１項第２号、第３４条の２及び第３６条

の２第１項ただし書きの改正規定並びに同条例附則第３条の２及び第４条第

１項の改正規定並びに次条並びに附則第３条第２項及び第３項の規定 令和

３年１月１日 

⑶ 第２条中洞爺湖町税条例第９４条第２項ただし書きの改正規定及び附則第

７条の規定 令和３年１０月１日 

⑷ 第２条（前号に掲げる規定を除く。）及び附則第４条の規定 令和４年４月

１日 

⑸ 第１条中洞爺湖町税条例附則第１７条第１項及び第１７条の２第３項の改

正規定 土地基本法等の一部を改正する法律（令和２年法律第１２号）附則第

１項第１号に掲げる規定の施行の日の属する年の翌年の１月１日 

 （延滞金に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の洞爺湖町税条例（以下「新条例」という。）

附則第３条の２の規定は、前条第２号に掲げる規定の施行の日以後の期間に対応

する延滞金について適用し、同日前の期間に対応する延滞金については、なお従

前の例による。 

 （町民税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中個人の町民税に関する部分

は、令和２年度以後の年度分の個人の町民税について適用し、令和元年度分まで

の個人の町民税についてはなお従前の例による。 

２ 新条例第２４条第１項（第２号に係る部分に限る。）、第３４条の２及び第３

６条の２第１項の規定は、令和３年度以後の年度分の個人の町民税について適用

し、令和２年度分までの個人の町民税については、なお従前の例による。 

３ 令和３年度分の個人の町民税に係る申告書の提出に係る新条例第３６条の２第

１項の規定の適用については、同項ただし書中「地震保険料控除額」とあるのは、

「地震保険料控除額、ひとり親控除額（地方税法等の一部を改正する法律（令和
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２年法律第５号）第１条の規定による改正前の法（以下「旧法」という。）第２

９２条第１項第１１号に規定する寡婦（旧法第３１４条の２第３項の規定に該当

するものに限る。）又は旧法第２９２条第１項第１２号に規定する寡夫である第

２３条第１項第１号に掲げる者に係るものを除く。）」とする。 

４ 新条例第３６条の３の２第１項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」

という。）以後に支払を受けるべき同項に規定する給与について提出する同項及

び同条第２項に規定する申告書について適用する。 

５ 新条例第３６条の３の３第１項の規定は、施行日以後に支払を受けるべき所得

税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（同

法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。）について提出する新条例

第３６条の３の３第１項に規定する申告書について適用する。 

第４条 附則第１条第４号に掲げる規定による改正後の洞爺湖町税条例の規定中法

人の町民税に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日（以下この条において

「４号施行日」という。）以後に開始する事業年度（所得税法等の一部を改正す

る法律（令和２年法律第８号）第３条の規定（同法附則第１条第５号ロに掲げる

改正規定に限る。）による改正前の法人税法（昭和４０年法律第３４号。以下こ

の条において「４年旧法人税法」という。）第２条第１２号の７に規定する連結

子法人（次項において「連結子法人」という。）の連結親法人事業年度（４年旧

法人税法第１５条の２第１項に規定する連結親法人事業年度をいう。次項におい

て同じ。）が４号施行日前に開始した事業年度を除く。）分の法人の町民税につ

いて適用する。 

２ ４号施行日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年度が４号施

行日前に開始した事業年度を含む。）分の法人の町民税及び４号施行日前に開始

した連結事業年度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結事業年度

をいう。以下この項において同じ。）（連結子法人の連結親法人事業年度が４号

施行日前に開始した連結事業年度を含む。）分の法人の町民税については、なお

従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第５条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、

令和２年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和元年度分までの固定

資産税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第５４条第４項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用し、令和２年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 新条例第５４条第５項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用する。 
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４ 新条例第７４条の３の規定は、施行日以後に、同条に規定する現所有者である

ことを知った者について適用する。 

５ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に取得された地方税法等

の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正前の地方

税法（昭和２５年法律第２２６号。次項及び第７項において「旧法」という。）

附則第１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税につい

ては、なお従前の例による。 

６ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得された旧法

附則第１５条第３３項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課

する固定資産税については、なお従前の例による。 

７ 平成２８年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得された旧法

附則第１５条第４０項に規定する家屋及び償却資産に対して課する固定資産税

については、なお従前の例による。 

 （町たばこ税に関する経過措置） 

第６条 附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであ

った葉巻たばこに係る町たばこ税については、なお従前の例による。 

第７条 附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであ

った葉巻たばこに係る町たばこ税については、なお従前の例による。 

（洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第８条 洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例（平成２８年洞爺湖町条例第３２

号）の一部を次のように改正する。 

  附則第２条の２中「３１年新条例」を「元年新条例」に改める。 

 附則第３条第１項中「３１年新条例」を「元年新条例」に改め、同条第２項中

「３１年新条例」を「元年新条例」に、「平成３２年度」を「令和２年度」に、

「平成３１年度分」を「令和元年度分」に改める。 

第９条 洞爺湖町税条例等の一部を改正する条例（平成３０年洞爺湖町条例第９号）

の一部を次のように改正する。 

 附則第１条第４号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改

め、同条第５号中「平成３２年４月１日」を「令和２年４月１日」に改め、同条

第６号中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改め、同条第７

号中「平成３３年１月１日」を「令和３年１月１日」に改め、同条第８号中「平

成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に改め、同条第９号中「平成３

４年１０月１日」を「令和４年１０月１日」に改める。 

附則第２条第１項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改め、同条第２項中

「平成３３年度」を「令和３年度」に、「平成３２年度分」を「令和２年度分」

-12-



に改める。 

  附則第７条中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」に改める。 

 附則第９条第１項中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改

め、同条第２項中「平成３２年１１月２日」を「令和２年１１月２日」に改め、

同条第３項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改め、同条

第４項及び第５項中「３２年新条例」を「２年新条例」に改める。 

 附則第１１条第１項中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に

改め、同条第２項中「平成３３年１１月１日」を「令和３年１１月１日」に改め、

同条第３項中「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改め、同条

第４項及び第５項中「３３年新条例」を「３年新条例」に改める。 
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報告第１０号 

 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会に

おいて指定された事項について、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定

により報告する。 

 

記 

 

洞爺湖町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 令和２年４月２７日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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専 決 処 分 書 

 

洞爺湖町国民健康保険税条例の一部を改正する条例については、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により別紙のとおり専決処分する。 

 

令和２年３月３１日 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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洞爺湖町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

洞爺湖町国民健康保険税条例（平成１８年洞爺湖町条例第１０６号）の一部を次

のように改正する。 

第２３条第２号中「２８万円」を「２８万５，０００円」に改め、同条第３号中

「５１万円」を「５２万円」に改める。 

附則第１２項及び第１３項中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３第

１項」を加える。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、附則第１２項及び第１

３項の改正規定は、土地基本法等の一部を改正する法律（令和２年法律第１２ 

号）附則第１項第１号に掲げる規定の施行の日の属する年の翌年の１月１日から

施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の洞爺湖町国民健康保険税条例の規定は、令和２年度以

後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和元年度分までの国民健康保険

税については、なお従前の例による。 
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報告第１１号 

 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会に

おいて指定された事項について次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定に

より報告する。 

 

記 

 

 令和元年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第５号） 

 

令和２年４月２７日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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専 決 処 分 書 

 

令和元年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第５号）については、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により別紙のとおり専決処分

する。 

 

令和２年３月３１日 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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令和元年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第５号） 

 

令和元年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第５号)は、次に定めるところ

による。 

 

（歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３２，５９２千円を増額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７，３６７，７３３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 
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第１表　歳入歳出予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

1. 町 税 1,138,000 29,470 1,167,470

1. 町 民 税 386,730 23,800 410,530

2. 固 定 資 産 税 546,590 10,600 557,190

3. 軽 自 動 車 税 21,680 770 22,450

4. 町 た ば こ 税 85,000 △ 6,700 78,300

5. 入 湯 税 98,000 1,000 99,000

2. 地 方 譲 与 税 64,591 6,075 70,666

1. 自 動 車 重 量 譲 与 税 43,900 7,521 51,421

2. 地 方 揮 発 油 譲 与 税 19,300 △ 1,446 17,854

3. 利 子 割 交 付 金 1,000 △ 364 636

1. 利 子 割 交 付 金 1,000 △ 364 636

4. 配 当 割 交 付 金 1,500 569 2,069

1. 配 当 割 交 付 金 1,500 569 2,069

5.
株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

250 1,094 1,344

1.
株 式 等 譲 渡 所 得 割
交 付 金

250 1,094 1,344

6. 地 方 消 費 税 交 付 金 198,000 △ 15,364 182,636

1. 地 方 消 費 税 交 付 金 198,000 △ 15,364 182,636

7. ゴルフ場利用税交付金 500 483 983

1. ゴルフ場利用税交付金 500 483 983

8. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 8,800 △ 1,084 7,716

1. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 8,800 △ 1,084 7,716

9. 環 境 性 能 割 交 付 金 5,600 △ 3,372 2,228

1. 環 境 性 能 割 交 付 金 5,600 △ 3,372 2,228

（単位：千円）

款 項
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補正前の額 補 正 額 計

10. 地 方 特 例 交 付 金 1,000 12,155 13,155

1. 地 方 特 例 交 付 金 1,000 2,181 3,181

2.
子 ど も ・ 子 育 て
支 援 臨 時 交 付 金

0 9,974 9,974

11. 地 方 交 付 税 3,198,917 5,222 3,204,139

1. 地 方 交 付 税 3,198,917 5,222 3,204,139

18. 寄 附 金 79,543 △ 3,392 76,151

1. 寄 附 金 79,543 △ 3,392 76,151

22. 町 債 861,918 1,100 863,018

1. 町 債 861,918 1,100 863,018

7,335,141 32,592 7,367,733歳 入 合 計

款 項
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　２　歳　　出

補正前の額 補 正 額 計

2. 総 務 費 365,404 △ 684 364,720

1. 総 務 管 理 費 329,603 △ 684 328,919

13. 予 備 費 39,632 33,276 72,908

1. 予 備 費 39,632 33,276 72,908

7,335,141 32,592 7,367,733

款 項

歳 出 合 計

（単位：千円）
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第２表 地方債補正 

１．変更                         （単位：千円） 

起債の 

目 的 

変 更 前 変 更 後 

限度額 
起債の 

方 法 
利 率 償還の方法 限度額 

起債の 

方 法 
利率 

償還の 

方 法 

農道整備事業 5,800 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし、

利率見直し

方式で借入

れる資金に

ついて、利

率見直しを

行った後に

おいては、

当該見直し

後の利率） 

政府資金

又はその他

資金とし、そ

の融資条件

による。 

ただし、

町財政の都

合により据

置期間及び

償還期限を

短縮し、も

しくは繰上

償還又は低

利に借換え

ることがで

きる。 

6,900 同左 同左 同左 
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同意第５号 

 

   教育委員会委員の任命について 

 

 下記の者を教育委員会の委員に任命したいから、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により議会の同意を

求める。 

 

記 

 

住 所  虻田郡洞爺湖町 

氏 名  岡 本 里 佳 

         年  月  日生 

 

  令和２年４月２７日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   

 



議案第７２号 

 

洞爺湖町国民健康保険条例の一部改正について 

 

 洞爺湖町国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

  令和２年４月２７日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春 

 

洞爺湖町国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

洞爺湖町国民健康保険条例（平成１８年洞爺湖町条例第１０５号）の一部を

次のように改正する。 

 

附則に次の６項を加える。 

（新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金） 

６ 給与等（所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する

給与等をいい、賞与（健康保険法第３条第６項に規定する賞与をいう。）を除

く。以下同じ。）の支払を受けている被保険者が療養のため労務に服すること

ができないとき、（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第

３１号）附則第１条の２に規定する新型コロナウイルス感染症に感染したと

き又は発熱等の症状がありその感染が疑われるときに限る。）は、その労務に

服することができなくなった日から起算して３日を経過した日から労務に服

することができない期間のうち労務につくことを予定していた日について、

傷病手当金を支給する。 

７ 傷病手当金の額は、１日につき、傷病手当金の支給を始める日の属する月

以前の直近の継続した３か月間の給与等の収入の額の合計額を就労日数で除

して得た金額（その額に５円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨

て、５円以上１０円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げた額）

の３分の２に相当する金額（その額に５０銭未満の端数が生じたときは、そ

の端数を切り捨て、５０銭以上１円未満の端数が生じたときは、その端数を

１円に切り上げた額）とする。ただし、健康保険法第４０条第１項に規定す

る標準報酬月額等級の最高等級の標準報酬月額の３０分の１に相当する金額

の３分の２に相当する金額を超えるときは、その金額とする。 

８ 傷病手当金の支給期間は、その支給を始めた日から起算して１年６か月を

超えないものとする。 
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 （新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金と給与

等との調整） 

９ 新型コロナウイルス感染症に感染した場合又は発熱等の症状がありその感

染が疑われる場合において給与等の全部又は一部を受けることができる者に

対しては、これを受けることができる期間は、傷病手当金を支給しない。た

だし、その受けることができる給与等の額が、附則第７項の規定により算定

される額より少ないときは、その差額を支給する。 

１０ 前項に規定する者が、新型コロナウイルス感染症に感染した場合におい

て、その受けることができるはずであった給与等の全部又は一部につき、そ

の全額を受けることができなかったときは傷病手当金の全額を、その一部を

受けることができなかった場合においてその受けた額が傷病手当金の額より

少ないときはその額と傷病手当金との差額を支給する。ただし、同項ただし

書の規定により傷病手当金の一部を受けたときは、その額を支給額から控除

する。 

１１ 前項の規定により当町が支給した金額は、その支給を受けた被保険者を

使用する事業所の事業主から徴収する。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、傷病手当金の支給を始める日が令和２年

１月１日から同年９月３０日以後の規則で定める日までの間に属する場合に適

用する。 
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議案第７３号 

 

洞爺湖町後期高齢者医療に関する条例の一部改正について 

 

 洞爺湖町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例を次のように定

める。 

 

  令和２年４月２７日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春 

 

洞爺湖町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 

 

洞爺湖町後期高齢者医療に関する条例（平成２０年洞爺湖町条例第２号）の

一部を次のように改正する。 

 

第２条第８号を同条第９号とし、同条第７号の次に次の１号を加える。 

⑻ 広域連合条例附則第５条の傷病手当金の支給に係る申請書の提出の受付 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、傷病手当金の支給を始める日が令和２年 

１月１日から同年９月３０日以後の規則で定める日までの間に属する場合に適

用する。 
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議案第７４号 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第１号） 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よる。 

 

（歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９８０，３２０千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ８，５８１，４００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第 1表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和２年４月２７日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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第１表　歳入歳出予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

15. 国 庫 支 出 金 885,075 883,320 1,768,395

2. 国 庫 補 助 金 620,233 883,320 1,503,553

19. 繰 入 金 445,907 97,000 542,907

1. 繰 入 金 445,907 97,000 542,907

7,601,080 980,320 8,581,400

（単位：千円）

款 項

歳 入 合 計
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　２　歳　　出

補正前の額 補 正 額 計

13. 予 備 費 18,000 △ 587 17,413

1. 予 備 費 18,000 △ 587 17,413

14. 新型コロナウイルス感
染 症 対 策 費

0 980,907 980,907

1. 新型コロナウイルス感
染 症 対 策 費

0 980,907 980,907

7,601,080 980,320 8,581,400

（単位：千円）

款 項

歳 出 合 計
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議案第７５号 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定

めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２００千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ１，４３５，６６９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第 1表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和２年４月２７日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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第１表　歳入歳出予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

2. 道 支 出 金 1,051,974 200 1,052,174

1. 道 負 担 金 1,051,974 200 1,052,174

1,435,469 200 1,435,669

（単位：千円）

款 項

歳 入 合 計
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第１表　歳入歳出予算補正

　２　歳　　出

補正前の額 補 正 額 計

2. 保 険 給 付 費 1,042,998 200 1,043,198

1. 保 険 給 付 費 1,042,998 200 1,043,198

1,435,469 200 1,435,669

（単位：千円）

款 項

歳 出 合 計
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議案第７６号 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町公共下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）は、次に

定めるところによる。 

 

（歳入予算の補正) 

第１条 歳入予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

予算の金額は、「第 1表 歳入予算補正」による。 

 

  令和２年４月２７日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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第１表　歳入予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

2. 使 用 料 及 び 手 数 料 190,606 △ 26,600 164,006

1. 使 用 料 190,364 △ 26,600 163,764

5. 繰 入 金 387,000 26,600 413,600

1. 繰 入 金 387,000 26,600 413,600

818,294 0 818,294

（単位：千円）

款 項

歳 入 合 計
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議案第７７号 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町簡易水道事業特別会計補正予算（第１号） 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町簡易水道事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定

めるところによる。 

 

（歳入予算の補正) 

第１条 歳入予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

予算の金額は、「第 1表 歳入予算補正」による。 

 

  令和２年４月２７日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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第１表　歳入予算補正

　１　歳　　入

補正前の額 補 正 額 計

2. 使 用 料 及 び 手 数 料 47,230 △ 6,000 41,230

1. 使 用 料 47,177 △ 6,000 41,177

5. 繰 入 金 36,000 6,000 42,000

1. 繰 入 金 36,000 6,000 42,000

221,447 0 221,447

（単位：千円）

款 項

歳 入 合 計
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議案第７８号 

 

令和２年度虻田郡洞爺湖町水道事業会計補正予算（第１号） 

 

第１条 令和２年度虻田郡洞爺湖町水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定め

るところによる。 

 

第２条 予算第３条収益的収入の予定額を次のとおり補正する。 

 〈収 入〉                         （単位：千円） 

科  目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 水道事業収益 270,201 0 270,201 

 第１項 営業収益 203,769 △37,400 166,369 

 第２項 営業外収益 66,431 37,400 103,831 

 第３項 特別利益 1 0 1 

 

令和２年４月２７日提出 

洞爺湖町長 真 屋 敏 春   
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